
2D14 石油化学コンビナート 安定，安全操業人材育成 

0 久保元 伸 ，上面 研 ( 山口大 ) , 鈴木和彦 ( 岡山大 ) , 

池上 正 ( 岡 m 早 産業振興財団 ) , 安井昭夫 ( 山陽技術振興会 ) 

1. 緒言 ( 高度運転・安全関連 ) 育成事業」 ( 以下、 コンビナ 

石油化学コンビナート ( 以下、 コンビナートと 略 ート人材育成事業 ) が「産学連携製造中核人材育成 

す ) は、 そこに集積する 高度素材産業が 持っ技術カ 事業 ( 経済産業省 ) 」の一環として 今年 7 月から ス 

と 生産力によって 我が国の新たな 産業の基盤を 成す タートした。 ここではコンビナート 人材育成事業の 

と 共に地域の産業集積の 核、 地域雇用の柱となって 計画の概要、 取組み状況と 今後の展望について 報告 

い るなど、 社会経済を支える 基幹産業の拠点として する。 

の 地位を占めている。 コンビナートでは 多種・多様の 

物質を塔、 槽 、 容器、 配管などから 構成される各種 2. 人材育成を取り 巻く環境と課題 

の 装置を用い、 反応、 熱交換、 精製などの工程を 通 コンビナート 企業及び関連企業の 現状と課題を 把 

じ 複雑な制御の 下に製造、 取り扱いを行っている。 握 するため、 水島地区で 18 社を対象に聴き 取り調 

コンビナート 関連企業では 競争力強化のため、 新技 査を実施したが、 その結果の概要を 以下に示す。 

術への取組みや 生産設備の高性能化に 対応して要求 ①作業の量と 質の変化 

される知識やスキルが 高度化している。 産業の持続 生産設備の自動化、 高性能化を含む 効率化の追究 

的発展のためには 生産現場でのこのような 技術の高 の結果、 製造現場のオペレーターが 大幅に減少し 、 

度 化と効率化追究への 対応が今後も 必要であ る。 要員一人当たりの 作業について 量が増大し 、 質も高 

一方、 最近ではコンビナートにおける 爆発、 火災、 度化している。 

漏洩などの発生が 増加しており 1) 、 この ょう な状況 ②技術の高度 ィヒ 

は 「安全第一」が 企業活動において 最大限配慮され 競争力強化に 対応した新製品、 新技術への取組み、 

るべきものであ り、 それらを踏まえて 新技術への取 生産プロセスの 変更などオペレーションや 設備管理 

組みや生産設備の 高性能化に対応したトラブル 時 対 において習得すべき 技術がより複雑化、 高度化して 

応 能力向上を図り、 産業が持続的発展を 目指さねば いる。 

ならないことを 考えると緊急に 対応を要する 状況で ③英機経験の 不足 

あ る。 さらに、 社会、 経済と経営状況を 反映してこ 設備の連続化、 自動化、 連続運転期間の 延長など   

れら企業における 製造現場での 効率追究がなされた により設備のシャットダウンやスタートアップなど 

ことも一因となって、 経験豊富な人材の 不足や技能 の機会が減少した 結果、 製造現場のオペレータ 一の 

伝承及び教育に 問題が生じている、 との指摘もなさ 英機経験不足を 招いており、 結果としてトラブル 対 

れている ') 。 応力などのスキル 向上が困難となっている。 

このような観点から、 製造現場の安定運転応力、 ④人材問題 

安全運転能力、 緊急時対応能力の 維持・向上を 図る 経験豊富な人材 ( 匠 の域に達している 人材 ) が 、 

とともに産業競争力強化を 戦略的に展開するための 2007 年以降、 順次 60 歳定年退職を 迎えるため 技 

人材育成を目指し「コンビナート 製造現場中核人材 術 ・技能の伝承が 途絶える可能性があ る。 
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⑤教育体制 

コンビナート 企業では従来、 各社単独で人材教育 

を行ってきたが、 資源投入 量 に対する効果面で 限界 

に来ている。 連携することで 効率などの面でシナジ 

ー効果が期待できる。 

3. 人材育成の対象と 教育内容 

前記した課題に 基づいて、 更にコンビナート 企業 

に対する調査を 行い、 育成対象者層と 求められる教 

育内容について 共通化できる 要素を抽出した。 また、 

企業規模の違いによる 問題点も検討した。 

3.1 製造現場担当人材 

製造現場担当人材は 企業における 現状の仕組みに 

基づいて、 製造現場の運用、 維持、 改善を担 う 人材 

であ り、 製造設備の安定・ 安全操業や操業の 効率化、 

コスト低減、 設備の管理・ 保全などが主な 役割任務 

であ る。 

製造現場担当人材には 高度化する製造プラント や 

引火性物質、 高圧ガスを扱 う 製造設備を安定的、 か 

っ事故無く安全に 運転するために、 基礎的な化学工 

学、 1 血 ow 一 Why に裏 付けされた生産管理・ 設備管 

理・保安管理に 関する知識が 必要であ る。 これらに 

ついては従来から 化学工学会を 始めとする学会・ 協 

会、 大学などが産業界と 連携して教育訓練を 展開し 

ているが、 現状の課題を 踏まえて、 より適切に対応 

していく必要があ ると考えられる。 

また事故を未然に 防ぐために異常の 兆候を発見す 

る感受性と対応能力、 事故が発生した 場合には被害 

を最小限に抑えるための 状況感受性、 応用動作、 再 

発防止のための 原因究明 力 、 ヒューマン ェラ 一の 要 

国分析 力 、 課題形成 力 が必要であ る。 これらの項目 

に関しては大手企業を 中心に従来から 各社で ヵ リキ 

ュラムを整備してきているが、 前節に記した 現状の 

課題に対応したものに 再編 し 、 関連する技術・ 技能 

を 確実に伝承すると 共に、 育成速度の向上が 必要と 

思われる。 

コンビナート 企業で連携して 共有化できる 教育 訓 

練 カリキュラムとしては 設備・機器に 関する基礎技 

術と墓木操作、 化学工学、 シミュレータ 一による運 

転と異常時対応、 安全関連法規、 事故・災害事例、 

保全技能などがあ る。 シミュレーターや 訓練プラン 

ト など自社用教育訓練設備を 保有している 企業が 

27 社中 10 社あ り、 他社利用など 外部への開放が 可 

能としている 企業が 4 社あ った。 

3.2 マネジメント 人材 

マネジメント 人材は生産設備のシステム 的安全管 

理、 現状から将来への 事業の橋渡し、 将来構想の企 

画と施策展開をおこな う 。 生産設備の操業管理、 リ 

スク管理、 原料多様化への 対応や誘導品の 集約化に 

よる事業の効率化、 高付加価値製品へのシフト、 生 

産設備のスクラップ & ビルドによる 継続的発展、 事 

業連携の構想化と 計画、 実行などが主な 役割、 任務 

となる。 

企業が競争力強化による 継続的な発展をするため 

には、 社会的責任 (CSR) を果たすことが 必須条件で 

あ り、 この目的のためには 一体化して推進していく 

ことが求められるリスクマネ 、 ジメント と コンプライ 

アンスの十分な 理解が必要であ る。 リスクマネ 、 ジメ 

ントに関連した 個別の技術などで 共有化できるもの 

としては定量的リスクアセスメント、 プロセス安全 

性 解析、 事故解析技術などがあ る。 

さらに国際的な 競争環境下で 勝ち抜いて継続的発 

展を遂げるためには、 個別企業ごとの 対応では限界 

があ り、 事業連携などによる 地域の一体化、 全体 最 

通化を推進していく 必要があ る。 これらの戦略的展 

開を担うマネジメント 人材の育成が 必要であ る。 し 

かし、 この人材 像と キャリアパスは 体系化されてい 

ない状況であ り、 教育訓練カリキュラムも 未確立で 

あ るため、 共有化できるものがあ ると回答した 企業 

は無かった。 

3.3 企業規模に よ る差異 

教育訓練の現状については 大手企業にこでは 上 

場 しており事業所の 従業員数が 300 人以上の企業、 

若しくはこれに 準じる企業を 指す ) とそれ以外の 企 
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業 では異なっている。 すなむち大手企業では 教育 訓 可能となっている。 

練 体系、 設備・施設を 整備している。 また大手企業 

が資本参加している 製品系列の中堅・ 中小企業では 

大手企業の既存の 仕組みを利用可能であ る。 一方、 

独立系の中堅・ 中小企業では 大手ほど整備が 進んで 

おらず、 教育訓練に占める OJT の割合が高い。 公開、 

共通化可能な 教育訓練の仕組みがあ れば、 利用した 

いとのニーズは 高い。 

表 1. 教育コースと 科目 

    
I コース 名 I 科目名 ( 開発計画年度平成 ) 

安定立 転 管理能力 ● 投 何 % 理 Ⅱ 7) ●生産 笹理 (t7.18) 

養成コース ●安全対策Ⅱ 7) Ⅰ ィヒ学 工学 圭硅 (17.18) 

●安全体験Ⅱ 7,18) ●保安吉 理 Ⅱ 8) 

養成コース 
高度安全運転能力 ●トラフル ●原因究明 さ例 力 Ⅱ Ⅱ 7) 尭 Ⅱ 7.l8) ●保安吉 ●探題形成能力 理 ，技術Ⅱ ぬ尭 田 Ⅰ 8) 

0 ヒューマンエラ 一の要因分析 力 と安全推進呑助Ⅱ 8) 

養成コース 
リスクマネジメント 能力 ●製造 +CSR 投備の とコンプライアンスⅡ リスクマネジメントⅡ 8.19) 7) 

●リスクコミュニケーションとコンプライアンスⅡ 8.l9) 

4. 人材育成事業の 計画と取組み 
競争力強化推進マネジ メント能力共 成 コース ●コンビナートの ●コンピナートにおけるさ ●巨材リーダ 一の育成Ⅱ 執略と リーダーシップⅡ 8) 莱連拐 Ⅱ 8) 7) 

以上の背景の 下に策定した 人材育成事業計画に 基 

づき、 開発に取り組んでいる。 

4.1 狙い これは企業に 対する聴き取り 調査で、 最も受講 し 

コンビナートの 国際競争力強化のために、 産学連 易い形態は「通学コース (1 日～数日間の 短期連続 

携の下に①人材育成のスピードアップ 、 ②技術・ 技 受講 ) 」とする声が 多かった点を 反映している。 

能の確実な伝承、 ③運転・安全技術の 高度化への 対 4.3 育成プロバラムおよび 教材の開発体制 

応、 ④コンビナート 全体最適化の 立案と推進を 図り、 育成プロバラムと 教材の開発への 参画機関とその 

「高度運転・ 安全能力、 緊急時対応能力に 優れた オ 役割を表 2 に示す。 教材開発は大学教員とプロバラ 

ペレーター」および「製造現場リスクとコンビナー ム マネージャー ( 企業 OB が 主 ) 、 企業メンバーから 

ト全体最適化をマネ 、 ジメントできるリーダー」を 育 なるワーキング・グループで 実施する。 

成する実践的な 教材、 カリキュラムを 開発する。 開 

発は平成 17 年度から同 19 年度の 3 ヵ年の計画で 行 表 2 教育プロバラム、 教材開発講田機関と 主な役割 

  
ぅ 予定で、 開発した教材を 用いて順次、 実証講義を 

役割 

岡山大学工学部 

行い改良を加えていく。 
" Ⅰ 婁材 材 " 作成支援 尭 

4.2 教育コースと 科目 
山口大学大学院技術経営研究科 山口大学工学部 Ⅰ教材作成ノウハウの さ話題 訂 蘇の利用 援 提供 会の提供 

●プロジェクトの 杏理法人 

表 1 に示す 4  コース 17 科目の育成プロバラム、 
( 財 ) 岡山県産業振興財団 ●プロジェクトコ 一千 イ ネータの 配 Ⅰ 

●プロバラムマネージ ャ 一の配置と教材開発 

教材を開発している。 これらの科目において「安全 

対策」は協力会社の 従業者を対象にしたものであ る。 地区 ) 「中国地 形成プロジェクト」描画企業 牡 次世代型コンビナート ( 水島 Ⅰ製造現れのスキル、 ● ●保有 OB 人材などの派 かノ キュラムの提供 走 ノウハウ 、 コ例の提供 
● 施投 ・ 投備 の 荘丑 ．提供 

す ねね ち、 コンビナートでは、 主要企業各社の 構内 ●実証 話 牡の企画・運営 

( 社 ) 山 ㌔技術振興会 ●人材派 過 

において保全・ 工事施工などを 請け負う多くの 協力 ● 施枚 の弘モ 

会社が業務に 従事している。 安全教育については、 

従来、 主要企業各社が 個別に行っているが、 共通す 

る 部分については、 修了者を地区内で 統一認証する 5. 自立化の計画と 今後の展望 

共通教育を実施するものであ る。 教材開発終了後は 産学連携の下に「コンビナート 

上記の「安全対策」を 除く 16 科目の合計は 146  製造現場中核人材育成事業」をコンビナート 企業の 

コマ (1 コマは 90 分 ) で、 1 科目は 4 ～ 12 コマ か 現場を活用しながら 推進していく 計画であ る。 自立 

ら 成っており、 最長でもⅠ科目 3 日間の受講で 修了 化時における 各機関の主たる 役割は以下の 通りであ 
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る 。 

0 大学 : 教材開発を担当した 教員などを講師として 

派遣 

0 水島地区の企業 : 自社保有の教育設備などを 実践 

的な教育に提供。 OB を含む従業員を 講師として 

派遣 

0  ( 財洞 山県産業振興財団などの 団体 : 地域企業へ 

の人材育成事業への 参加促進のための 諸活動 

水島地域での 人材育成事業展開と 講師派遣による 

他地域への展開、 教材販売などは ( 社 ) 山陽技術振興 

会が中心になって 推進する。 これらの概要を 図Ⅰに 

示す。 

水島地域での 人材育成事業を 平成 15 年度に設置 

された「中国地域次世代型コンビナート 形成プロジ 

ェクト ( 水島地区懇談会 ) 」との連携の 下に展開する 

ことによって、 生産現場における 技術の高度化と 労 

働者の年代構成に 起因する諸問題の 解決が促進され、 

安定・安全操業の 確立と競争力強化の 実現とこれら 

の他地域への 展開が期待される。 上記プロジェクト 

の概要を図 2 に示す。 

    " 一 

    
教育の展Ⅱ ( 年 20) 

            水島地区での 人材育成 ヰ粟 

計師 派遣 車 莱など 

史話主脈 造   
財団、 甘 放 商工会 俺所 会見上 集 
( 社 ) 山窩枝折振興会． ( 財 ) 岡山県 産巣 操典 

ウ 集の 
PR 笘 

[@HUJi ， ， ;@@ai ・ ]ir)li[@xa@ffi@jf   

図 1. 人材育成事業における 各機関の役割 ( 自立化 時 ) 

 
 

中国地域次世代型コンビナ 斗形成プロ ゾリト l 

石油コンビナート 

  石油精製 

  石油化学 

- 化学 

携 ・ 協 女言効率低コスト 化 

  鉄鋼 
女 操業基盤強化 

  セメント 
女 環境低 負 荷 

  ィヒ学 繊維 
，電力，ガス 

自治体等 

図 2. 中国地域次世代型コンビナート 形成プロジェクトの 概要 
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